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1. 平成29年3月期第3四半期の連結業績（平成28年4月1日～平成28年12月31日）

(2) 連結財政状態

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期第3四半期 2,161,339 0.5 415,630 △4.4 368,829 △4.4 253,120 2.0
28年3月期第3四半期 2,149,595 4.1 434,729 12.5 385,732 16.0 248,192 26.7

（注）包括利益 29年3月期第3四半期 271,867百万円 （11.4％） 28年3月期第3四半期 244,073百万円 （10.9％）

1株当たり四半期純利益 潜在株式調整後1株当たり四半期
純利益

円 銭 円 銭

29年3月期第3四半期 649.96 ―
28年3月期第3四半期 633.10 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

29年3月期第3四半期 7,713,888 2,653,610 34.1
28年3月期 7,789,762 2,462,537 31.4
（参考）自己資本 29年3月期第3四半期 2,631,853百万円 28年3月期 2,442,128百万円

2. 配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

28年3月期 ― 65.00 ― 65.00 130.00
29年3月期 ― 65.00 ―
29年3月期（予想） 65.00 130.00

3. 平成29年3月期の連結業績予想（平成28年4月1日～平成29年3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 2,878,000 0.4 450,000 △7.8 393,000 △8.4 266,000 8.4 684.24



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（注）詳細は、四半期決算短信（添付資料）6ページ「会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。

(4) 発行済株式数（普通株式）

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく

四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実

際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想については、四半期決算短信（添付資料）5ページ「連結業績予想に関する定性的情
報」をご覧ください。なお、個別業績予想については、次ページに記載しております。

四半期決算補足説明資料は、この四半期決算短信に添付しております。

※ 注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期3Q 389,407,900 株 28年3月期 392,500,000 株
② 期末自己株式数 29年3月期3Q 657,278 株 28年3月期 655,903 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 29年3月期3Q 389,443,056 株 28年3月期3Q 392,024,900 株



 

 

 
（参考） 
 
平成 29年 3月期の個別業績予想（平成 28年 4月 1日～平成 29年 3月 31日） 

（％表示は、対前期増減率）  

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1株当たり当期

純利益 

 百万円      ％ 百万円     ％ 百万円      ％ 百万円     ％ 円   銭 

通期 2,060,000 0.1 373,000 △9.0 323,000 △10.1 229,000 9.6 588.56 

(注)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 : 無 

   

 



 

 

 

○添付資料の目次 
 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 .................................... 2 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 ......................................................... 2 

（２）連結業績予想に関する定性的情報 ......................................................... 5 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 ...................................... 6 

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 ....................................... 6 

３．四半期連結財務諸表 ........................................................ 7 

（１）四半期連結貸借対照表 ................................................................... 7 

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 ....................................... 9 

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 .....................................................11 

（継続企業の前提に関する注記） .........................................................11 

（セグメント情報） .....................................................................11 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） .......................................11 

（追加情報） ...........................................................................12 

 

 

 

○（説明資料）2016年度 第３四半期決算について 
 

東日本旅客鉄道株式会社（9020）　平成29年3月期　第3四半期決算短信

  
－1－



 

 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境などが改善し、緩やかな回復傾向が続き

ました。このような状況の中、当社、連結子会社および持分法適用関連会社は、「グループ経営構想Ⅴ ～限り

なき前進～」のもと、鉄道事業や生活サービス事業、Ｓｕｉｃａ事業を中心に様々な施策を着実に展開しまし

た。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業収益は、当社の運輸収入が増加したことなどにより、前年同期

比 0.5％増の２兆 1,613 億円となりましたが、新幹線鉄道大規模改修引当金繰入などに伴い当社の営業費用が

増加したことにより、営業利益は前年同期比 4.4％減の 4,156 億円、経常利益は前年同期比 4.4％減の 3,688

億円となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、災害に伴う受取保険金の増加の影響などもあり、

前年同期比 2.0％増の 2,531億円となりました。 

 

重点課題と位置づけている「安全・安定輸送のレベルアップ」については、輸送に係る事故・事象の「再発

防止」を徹底するとともに、リスク・弱点の把握による「未然防止」に取り組んでいます。具体的には、弱点

克服に向けて関係する設備の強化を進めたほか、訓練センターや技能教習所においてより実践的な安全教育・

訓練を実施し、社員の安全意識の向上を図りました。また、グループ会社等との人事交流を拡大するとともに、

パートナー会社との協働により鉄道工事における安全マネジメントの定着に努め、グループ全体での技術力の

向上に取り組みました。さらに、安定した輸送サービスの提供に向けて、地上設備や車両の故障防止に努める

とともに、輸送障害発生時においては、影響拡大防止や早期運転再開、迅速なお客さま対応などの取組みを進

めました。 

また、インバウンド戦略については、当社グループ全体での商品の充実や受入態勢の整備に取り組みました。

具体的には、昨年４月に北陸新幹線も利用可能な「東京・大阪『北陸アーチパス』」や、北海道新幹線も利用

可能な「ＪＲ東日本－南北海道レールパス」を発売しました。あわせて、昨年８月には東北エリア向け新商品

「ＴＯＨＯＫＵ ＢＵＦＦＥＴ（東北ブッフェ）」を発売し、訪日旅行商品ブランド「東日本鉄道ホリデー」の

ラインナップを拡充しました。また、訪日旅行に関する情報発信やサポートを目的に、昨年 12 月に「ＪＡＰ

ＡＮ ＲＡＩＬ ＣＡＦＥ」（シンガポール）を開業しました。さらに、首都圏エリアにおいて、駅名標の４ヵ

国語表記や、路線記号と駅番号を組み合わせて表示する駅ナンバリングの導入を進めました。加えて、「ＪＲ

東日本訪日旅行センター」については、昨年 10 月に新店舗を池袋駅東口に開設するとともに、本年１月に空

港第２ビル駅の窓口を拡充するため準備を進めました。そのほか、訪日旅行者が低廉な価格で長期滞在できる

宿泊施設として、「Ｔｒａｉｎ  Ｈｏｓｔｅｌ（トレインホステル） 北斗星」（東京）を昨年 12月に開業しま

した。 

   さらに、品川駅・田町駅周辺エリアについて、当社の車両基地から生み出される用地を活用し、国際的に魅

力のある交流拠点の創出をめざしています。昨年４月に国家戦略特別区域の区域計画として認定されたことを

踏まえ、国・東京都・関係区等と引き続き連携しながら、2020 年暫定開業に向けた品川新駅（仮称）の設計

など、まちづくりに向けた手続きを進めています。 

なお、当社は、昨年６月に公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会と「東京

2020オフィシャルパートナー（旅客鉄道輸送サービス）」契約を締結し、果たすべき役割を「ＪＲ東日本 2020

Ｐｒｏｊｅｃｔ」として公表しました。これを踏まえ、円滑な大会運営の支援や大会開催の気運醸成に向けて

取り組みました。あわせて、当社グループが一丸となって質の高いサービスを提供することをめざし、コミュ

ニケーションスローガン「ＴＩＣＫＥＴ ＴＯ ＴＯＭＯＲＲＯＷ ～未来のキップを、すべてのひとに。～」

を昨年 10月に発表しました。 

   加えて、「地方創生」については、観光振興、地域産業活性化および地方中核駅を中心としたまちづくりな

どに取り組みました。具体的には、本年５月から運転開始予定のクルーズトレイン「ＴＲＡＩＮ ＳＵＩＴＥ 

四季島（トランスイート しきしま）」について、運行日程・ルートの詳細を公表し、旅行商品のお申込みを受

け付けるとともに、上野駅における専用ホームおよびラウンジの整備計画を公表しました。また、農林漁業の
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「６次産業化」の取組みとして、株式会社ＪＲとまとランドいわきファームで収穫されたトマトを活用した

様々な商品を、首都圏のエキナカ店舗等において販売開始しました。あわせて、株式会社ＪＲ新潟ファームで

収穫された酒米から醸造した日本酒「新潟しゅぽっぽ」を販売しました。さらに、秋田県、秋田市および当社

の三者で締結した「地方創生に向けたコンパクトなまちづくりに関する連携協定」を踏まえ、秋田駅において、

構内の観光拠点整備や西口の駐車場建替え工事を進めるとともに、新たにスポーツ整形クリニックを東口に誘

致する計画を公表しました。 

   そのほか、海外鉄道プロジェクトへの参画については、都市鉄道「パープルライン」（タイ・バンコク）が

昨年８月に開業し、子会社の株式会社総合車両製作所が製造したステンレス車両「ｓｕｓｔｉｎａ（サスティ

ナ）」の運行が開始されました。また、他社と共同出資で設立した現地法人が、鉄道システムのメンテナンス

業務を開始しました。さらに、インド高速鉄道について、子会社の日本コンサルタンツ株式会社が「インド国

高速鉄道に係る制度整備支援プロジェクト」および「インド国高速鉄道建設事業詳細設計調査」を独立行政法

人国際協力機構（ＪＩＣＡ）から受注し、コンサルティング業務に取り組みました。当社も新幹線オペレー

ターとしての経験を活かし、技術的な支援を行いました。加えて、今後のグローバル展開を担う人材の育成に

向け、「グローバル人材育成プログラム Ｅｖｅｒ Ｏｎｗａｒｄ」を推進しました。 

 

［セグメント別の状況］ 

①運輸業 

運輸業においては、鉄道事業を中心に、安全・安定輸送の確保とお客さま満足の向上を前提として、鉄道

ネットワークの利用促進策の展開などにより収入確保に努めました。 

安全面では、第６次安全５ヵ年計画「グループ安全計画 2018」に基づく施策を着実に実施しました。首都

直下地震等を想定し、平成 24年度から平成 28年度を重点整備期間とする総額 3,000億円の耐震補強対策等を

着実に進めました。また、ホームドアについては、山手線品川駅で昨年８月に使用開始するとともに、京浜東

北・根岸線大宮～桜木町間の全 37 駅に導入することとし、そのうち有楽町駅など７駅で設置工事を進めまし

た。あわせて、工期短縮やコストダウンに向け、横浜線町田駅において昨年 12 月に新しい形式のホームドア

を試行導入しました。さらに、駅ホームの安全な利用を呼びかける「プラットホーム事故０（ゼロ）運動」を

他の鉄道事業者と共同で実施しました。加えて、踏切事故防止などの対策を推進したほか、保守作業員の安全

性向上を目的として、ＧＰＳを活用した列車接近警報装置を八高線、飯山線および大湊線で使用開始しました。 

サービス品質面では、「サービス品質改革中期ビジョン 2017」のもと、「顧客満足度 鉄道業界Ｎｏ.１」の

実現に向けた施策を推進しました。直通ネットワーク拡充を踏まえ、輸送障害発生時の折返し運転の拡大など、

輸送品質向上に取り組みました。また、「ＪＲ東日本アプリ」については、昨年 12月から京葉線および中央本

線においても列車走行位置情報の提供を開始し、当第３四半期連結会計期間末の累計ダウンロード数は約 230

万件となりました。さらに、トンネル内における携帯電話不通区間の解消に関係各社等と共同で取り組み、北

陸新幹線高崎～安中榛名間、東北新幹線いわて沼宮内～二戸（手前）間、横須賀線東京～品川間および京葉線

東京～潮見間においてご利用いただける環境を整備しました。加えて、「やめましょう、歩きスマホ。」キャン

ペーンを初めて全国の鉄道事業者等と共同で実施しました。そのほか、お困りのお客さまにお声かけする「声

かけ・サポート」運動について、首都圏の他の鉄道事業者と新たに連携して取り組みました。 

営業面では、地域間の交流人口拡大を目的として、「行くぜ、東北。ＳＰＥＣＩＡＬ 冬のごほうび」や「Ｊ

ａｐａｎｅｓｅ Ｂｅａｕｔｙ Ｈｏｋｕｒｉｋｕ」、「ＪＲ ＳＫＩＳＫＩ」などの各種キャンペーンを展開し

ました。また、西日本旅客鉄道株式会社と連携し、「美味しさ五ツ星。北陸新幹線キャンペーン」に合わせて、

昨年 11 月に仙台～金沢間を直通する旅行商品専用新幹線を運行しました。さらに、昨年４月から越後湯沢～

新潟間においてアートカフェ新幹線「ＧＥＮＢＩ ＳＨＩＮＫＡＮＳＥＮ（現美新幹線）」を運行しました。加

えて、昨年７月から小田原～伊豆急下田間において、伊豆急行株式会社との連携によりリゾート列車「ＩＺＵ 

ＣＲＡＩＬＥ（伊豆クレイル）」の運行を開始しました。そのほか、列車と宿泊施設を自由に組み合わせるこ

とができる価格変動型旅行商品「ＪＲ東日本ダイナミックレールパック」について、東北・信越エリアから首

都圏への観光流動拡大に向けて、新ブランド「ダイナミックＴＹＯ」を昨年 11月に立ち上げました。 

Ｓｕｉｃａについては、昨年 10月から決済サービス「Ａｐｐｌｅ Ｐａｙ」においてｉＰｈｏｎｅ７等によ

るご利用を可能としました。なお、Ｓｕｉｃａの発行枚数は、当第３四半期連結会計期間末で約 6,272万枚と
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なりました。また、本年４月からＳｕｉｃａのご利用可能駅を拡大するための準備を進めました。 

この結果、当社の鉄道事業の輸送人員は前年同期を上回り、当第３四半期連結累計期間の売上高は前年同期

比 0.4％増の１兆 5,194 億円となりましたが、新幹線鉄道大規模改修引当金繰入などに伴い営業費用が増加し

たことにより、営業利益は前年同期比 5.1％減の 3,102億円となりました。 

 

東日本大震災により甚大な被害を受けた太平洋沿岸線区の復旧については、地域全体の復興やまちづくりの

計画策定と一体となって進めるべく、国や関係自治体との協議を実施しています。山田線宮古～釜石間では、

三陸鉄道株式会社による南北リアス線との一体運営に向けて復旧工事を進めました。また、気仙沼線・大船渡

線の仮復旧区間については、全ての沿線自治体とＢＲＴによる本格復旧で合意したことを踏まえ、今後のサー

ビス改善等について協議を行いました。さらに、常磐線相馬～浜吉田間では昨年 12 月に運転を再開しました。 

福島第一原子力発電所 20ｋｍ圏内の方針としては、避難指示解除準備区域では、沿線地域の除染や住民帰

還に向けた準備開始など必要な環境整備について国・自治体の協力をいただき、運転再開の準備を進めること

としています。その方針に基づき、常磐線小高～原ノ町間で昨年７月に運転を再開するとともに、浪江～小高

間は本年春、竜田～富岡間は本年 12 月末までの運転再開に向けて、復旧工事を進めました。また、帰還困難

区域では、被災施設の復旧と合わせ、国・自治体の支援・協力のもと、通行に必要な除染や異常時の利用者の

安全確保対策の完了後に開通させることをめざしており、平成 31 年度末までの常磐線富岡～浪江間の運転再

開に向けて、復旧工事を進めました。 

 

②駅スペース活用事業 

駅スペース活用事業では、新宿駅新南エリアにおいて「ＮＥＷｏＭａｎ（ニュウマン）（第２期）」（東京）

を昨年４月に開業しました。また、東京駅の丸の内地下エリアに新設する「グランスタ丸の内」（東京）およ

び「グランスタ」（東京）増床エリアについて、昨年７月に第１期が開業しました。さらに、日本各地の味覚

を取り揃えた「駅弁屋 祭 グランスタ店」（東京）を昨年 11 月にリニューアル開業しました。加えて、「ペリ

エ千葉エキナカ」（千葉）を昨年 11 月に開業しました。そのほか、コンビニエンスストア「ＮｅｗＤａｙｓ

（ニューデイズ）」の新デザイン店舗や、駅売店「ＫＩＯＳＫ（キオスク）」の新型ショップ「ＮｅｗＤａｙｓ 

ＫＩＯＳＫ」の展開を継続しました。 

これに加え、仙台駅等の店舗の売上が好調であったことなどにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は

前年同期比 0.1％増の 3,158 億円となりましたが、工事支障による閉店の影響などにより、営業利益は前年同

期比 7.9％減の 259億円となりました。 

 

③ショッピング・オフィス事業 

ショッピング・オフィス事業においては、当社グループ共通の「ＪＲＥ ＰＯＩＮＴ（ジェイアールイー・

ポイント）」について、「高崎モントレー」（群馬）や「ＭＩＤＯＲＩ」（長野）などでご利用可能とし、駅ビル

等 57 箇所に利用エリアを順次拡大しました。また、「ｎｏｎｏｗａ国立ＷＥＳＴ」（東京）および「ｎｏｎｏ

ｗａ武蔵境ＥＡＳＴ」（東京）を開業し、中央線の沿線価値向上を図りました。さらに、昨年４月に「アトレ

恵比寿西館」（東京）、昨年９月に「ＪＥＢＬ秋葉原スクエア」（東京）、昨年 11月に「ラスカ熱海」（静岡）を

それぞれ開業しました。加えて、平成 31年度完成予定の渋谷駅街区開発計画Ⅰ期（東棟）および平成 32年開

業予定の横浜駅西口開発ビル（仮称）の建設工事を進めました。 

これに加え、「ＪＲ新宿ミライナタワー」（東京）、「ＮＥＷｏＭａｎ（第１期）」（東京）および「エスパル仙

台東館」（宮城）の開業による増収などにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は前年同期比 4.6％増の

2,088億円となり、営業利益は前年同期比 0.8％増の 592億円となりました。 

 

④その他 

ホテル業では、既存ホテルの競争力強化をめざし、昨年 11月に「ホテルメッツ渋谷」（東京）をリニューア

ル開業しました。また、「ホテルメトロポリタン仙台イースト」（宮城）、「ホテルメトロポリタンさいたま新都

心」（埼玉）およびホテルドリームゲート舞浜別館（仮称）の建設工事を進めました。広告代理業では、他の

鉄道事業者も含めた全ての対象路線で中吊り広告を同時展開できる「首都圏 11 社局中づりドリームネット
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ワークセット」の販売促進に努めました。 

クレジットカード事業では、新宿駅や上野駅などの首都圏７駅で海外発行カード専用キャッシュディスペン

サーを設置しました。Ｓｕｉｃａ電子マネーについては、「Ｓｕｉｃａポイントクラブ」をより便利にご利用

いただくため、昨年７月から「Ｓｕｉｃａポイントアプリ」の配信を開始しました。また、広域展開する

チェーン店への導入を進めるなど、引き続き加盟店開拓に積極的に取り組みました。その結果、Ｓｕｉｃａ電

子マネーが利用可能な店舗等の数は、当第３四半期連結会計期間末で約 37万店舗となりました。 

このほか、「ＨＡＰＰＹ ＣＨＩＬＤ ＰＲＯＪＥＣＴ（ハッピーチャイルドプロジェクト）」の一環として、

子育て支援と高齢者福祉の複合施設「ＣＯＴＯＮＩＯＲ（コトニア）西船橋」（千葉）を昨年４月に、「ＣＯＴ

ＯＮＩＯＲ国立」（東京）を昨年 12月にそれぞれ開業しました。また、駅ビル内などにおいて子育て支援施設

の整備を進め、当第３四半期連結会計期間末で累計 96箇所となりました。 

これに加え、広告代理業、クレジットカード事業の売上増などにより、当第３四半期連結累計期間の売上高

は前年同期比 1.1％増の 4,322 億円となったものの、北海道新幹線関連のシステムおよび工事の売上反動減な

どにより、営業利益は前年同期比 0.2％減の 200億円となりました。 

 

（注）１ 当社は、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第 17 号 平成 22 年６月 30 日）および

「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 20 号 平成 20 年３月 21

日）におけるセグメント利益について、各セグメントの営業利益としております。 

   ２ 「Ａｐｐｌｅ Ｐａｙ」および「ｉＰｈｏｎｅ」はＡｐｐｌｅ Ｉｎｃ．の登録商標です。 

 

（２）連結業績予想に関する定性的情報 

わが国の経済情勢は、雇用や所得環境の改善傾向が続く中、各種政策の効果もあり、緩やかに回復していく

ことが期待されます。このような中、当社グループは、「グループ経営構想Ⅴ」のもと、安全で品質の高い

サービスの提供を通じて地域社会に貢献し、「変わらぬ使命」を果たし続けるとともに、技術革新やグローバ

ル化、社員の意欲に応える機会の拡大を重点的に進め、「無限の可能性」を追求します。そして、グループ全

社員一人ひとりの職場・系統を越えた行動とチームワークで、「地域に生きる。世界に伸びる。」という理念の

実現をめざします。 

   なお、通期の業績見通しについては、当第３四半期連結累計期間の業績を踏まえ検討した結果、平成 28 年

４月 27日発表の予想から変更いたしません。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計方針の変更 

法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務

対応報告第 32号 平成 28年６月 17日)を第１四半期連結会計期間に適用し、平成 28年４月１日以後に取得

した建物附属設備および構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

これに伴う四半期連結財務諸表に与える影響額は軽微であります。 
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３．四半期連結財務諸表
（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 239,477 197,549

受取手形及び売掛金 439,443 427,921

未収運賃 38,489 35,902

短期貸付金 6,427 6,099

有価証券 68,500 79,000

分譲土地建物 903 841

たな卸資産 47,834 62,932

繰延税金資産 49,188 28,629

その他 45,826 51,932

貸倒引当金 △1,572 △1,482

流動資産合計 934,518 889,326

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,128,743 3,154,824

機械装置及び運搬具（純額） 726,591 682,023

土地 2,002,529 2,002,691

建設仮勘定 306,398 284,804

その他（純額） 69,279 64,115

有形固定資産合計 6,233,542 6,188,459

無形固定資産 127,859 116,034

投資その他の資産

投資有価証券 210,377 253,488

長期貸付金 2,833 2,276

繰延税金資産 217,256 201,068

退職給付に係る資産 112 203

その他 63,976 63,690

貸倒引当金 △713 △741

投資その他の資産合計 493,841 519,985

固定資産合計 6,855,243 6,824,479

繰延資産 - 82

資産合計 7,789,762 7,713,888
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 48,803 52,014

短期借入金 107,107 84,697

1年内償還予定の社債 79,999 149,999

1年内に支払う鉄道施設購入長期未払金 97,251 51,427

未払金 494,778 260,589

未払消費税等 23,955 40,660

未払法人税等 83,238 24,304

預り連絡運賃 20,848 18,639

前受運賃 102,493 107,693

賞与引当金 73,092 36,017

災害損失引当金 11,587 10,313

その他 261,804 304,839

流動負債合計 1,404,960 1,141,197

固定負債

社債 1,729,914 1,679,960

長期借入金 908,422 954,338

鉄道施設購入長期未払金 341,074 338,849

繰延税金負債 3,361 3,281

新幹線鉄道大規模改修引当金 - 18,000

災害損失引当金 14,672 14,134

一部線区移管引当金 19,087 18,058

退職給付に係る負債 675,783 653,230

その他 229,948 239,228

固定負債合計 3,922,264 3,919,081

負債合計 5,327,225 5,060,278

純資産の部

株主資本

資本金 200,000 200,000

資本剰余金 96,811 96,811

利益剰余金 2,101,844 2,274,034

自己株式 △5,295 △5,157

株主資本合計 2,393,361 2,565,688

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 43,771 57,853

繰延ヘッジ損益 473 2,774

土地再評価差額金 △473 △473

退職給付に係る調整累計額 4,996 6,010

その他の包括利益累計額合計 48,767 66,165

非支配株主持分 20,408 21,756

純資産合計 2,462,537 2,653,610

負債純資産合計 7,789,762 7,713,888
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

　四半期連結損益計算書

【第３四半期連結累計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

営業収益 2,149,595 2,161,339

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 1,330,185 1,340,472

販売費及び一般管理費 384,680 405,235

営業費合計 1,714,866 1,745,708

営業利益 434,729 415,630

営業外収益

受取利息 141 38

受取配当金 3,695 3,845

持分法による投資利益 2,169 1,186

雑収入 5,930 4,380

営業外収益合計 11,936 9,450

営業外費用

支払利息 57,674 53,437

雑支出 3,258 2,815

営業外費用合計 60,932 56,252

経常利益 385,732 368,829

特別利益

工事負担金等受入額 6,140 10,368

災害に伴う受取保険金 3,624 13,639

その他 1,624 1,013

特別利益合計 11,389 25,021

特別損失

工事負担金等圧縮額 5,209 10,299

耐震補強重点対策関連費用 5,264 8,770

その他 15,587 7,483

特別損失合計 26,061 26,554

税金等調整前四半期純利益 371,060 367,296

法人税、住民税及び事業税 106,781 82,988

法人税等調整額 14,976 29,840

法人税等合計 121,758 112,829

四半期純利益 249,302 254,466

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,110 1,345

親会社株主に帰属する四半期純利益 248,192 253,120
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　四半期連結包括利益計算書

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

四半期純利益 249,302 254,466

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △5,288 14,051

繰延ヘッジ損益 △585 316

退職給付に係る調整額 445 278

持分法適用会社に対する持分相当額 198 2,755

その他の包括利益合計 △5,228 17,401

四半期包括利益 244,073 271,867

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 242,964 270,519

非支配株主に係る四半期包括利益 1,108 1,348
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（セグメント情報） 

前第３四半期連結累計期間（自 平成 27年４月１日 至 平成 27年 12月 31日）     （単位：百万円） 

駅スペース ショッピング・

活用事業 オフィス事業

 売   上   高

   外部顧客への売上高 1,474,246   303,472     191,137     180,739     2,149,595   － 2,149,595   

   セグメント間の内部売上高 39,865      12,058      8,577       246,754     307,255     △ 307,255 －

　 又は振替高

　　　　　　　計 1,514,112   315,530     199,714     427,494     2,456,851   △ 307,255 2,149,595   

 セ グ メ ン ト 利 益 327,118     28,174      58,762      20,070      434,125     603         434,729     

調　整　額
(注)２

四半期連結
損益計算書

計上額
(注)３

運 輸 業
そ　の　他

(注)１
合　計

 

（注） １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、ホテル業、広告代理業等を含んで

おります。 

２ セグメント利益の調整額 603百万円には、固定資産およびたな卸資産の未実現損益の消去額 494百万円、セグメ

ント間取引消去 115百万円などが含まれております。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成 28年４月１日 至 平成 28年 12月 31日）     （単位：百万円） 

駅スペース ショッピング・

活用事業 オフィス事業

 売   上   高

   外部顧客への売上高 1,480,279   303,105     199,363     178,591     2,161,339   － 2,161,339   

   セグメント間の内部売上高 39,198      12,746      9,518       253,707     315,170     △ 315,170 －

　 又は振替高

　　　　　　　計 1,519,478   315,851     208,881     432,299     2,476,510   △ 315,170 2,161,339   

 セ グ メ ン ト 利 益 310,297     25,953      59,243      20,022      415,517     112         415,630     

調　整　額
(注)２

四半期連結
損益計算書

計上額
(注)３

運 輸 業
そ　の　他

(注)１
合　計

 

（注） １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、ホテル業、広告代理業等を含んで

おります。 

２ セグメント利益の調整額 112百万円には、固定資産およびたな卸資産の未実現損益の消去額 366百万円、セグメ

ント間取引消去△255百万円などが含まれております。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

当社は、平成 28 年４月 27 日開催の取締役会決議に基づき、平成 28 年５月２日から平成 28 年６月 16 日に

かけて、東京証券取引所における市場買付により当社普通株式 3,092,100 株を総額 29,999 百万円にて取得し、

自己株式としました。また、平成 28 年７月 20 日開催の取締役会決議に基づき、平成 28 年７月 26 日に自己株

式 3,092,100株の消却を実施し、当該自己株式の帳簿価額 30,149百万円を利益剰余金から減額しました。 
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（追加情報） 

（新幹線鉄道大規模改修引当金の計上） 

全国新幹線鉄道整備法（昭和 45年法律第 71号）第 17条の規定に基づいて計上しております。 

当社は、平成 28年３月 29日付で、国土交通大臣より全国新幹線鉄道整備法第 16条第１項の規定に基づく

新幹線鉄道大規模改修引当金積立計画の承認を受けました。これにより、平成 28年度から平成 42年度の毎年

度は 24,000百万円（総額 360,000 百万円）の引当金の積立てを行い、平成 43年度から平成 52年度の毎年度

は 36,000百万円（総額 360,000 百万円）の引当金の取崩しを行います。 
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2016年度 第３四半期決算について 

 
 

 
 
 
 
 

2 0 1 7 年 1 月 3 0 日 

東日本旅客鉄道株式会社 

 

１．決算概要 

○損益計算書                                  （単位：億円） 
 

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度
実　績 実　績 金　額 ％ 実　績 予　想 金　額 ％

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ B/A×100 Ｃ Ｄ Ｄ－Ｃ D/C×100

営 業 収 益 15,533 15,616 83 100.5 20,573 20,600 26 100.1

　　う ち 運 輸 収 入 13,679 13,757 77 100.6 18,050 18,070 19 100.1

営 業 利 益 3,764 3,583 △ 180 95.2 4,099 3,730 △ 369 91.0

経 常 利 益 3,366 3,197 △ 168 95.0 3,594 3,230 △ 364 89.9

四半期（当期）純利益 2,243 2,279 36 101.6 2,090 2,290 199 109.6

営 業 収 益 21,495 21,613 117 100.5 28,671 28,780 108 100.4

営 業 利 益 4,347 4,156 △ 190 95.6 4,878 4,500 △ 378 92.2

経 常 利 益 3,857 3,688 △ 169 95.6 4,289 3,930 △ 359 91.6
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益 2,481 2,531 49 102.0 2,453 2,660 206 108.4

増　減 増　減

連
　
結

単
　
体

第３四半期累計（4月1日～12月31日） 通期（4月1日～3月31日）

 
 
 
○決算のポイント 
・ 単体決算は増収増益。北海道新幹線開業などによる定期外収入の増や定期収入の増により、営業収益・運輸

収入は５期連続の増収かつ、第３四半期決算としては過去最高。新幹線鉄道大規模改修引当金繰入などの費

用増があったものの、災害に伴う受取保険金の増加などにより、四半期純利益が過去最高。 

 

・ 連結決算は増収増益。営業収益は５期連続の増収かつ、第３四半期決算としては過去最高。また、親会社株

主に帰属する四半期純利益が過去最高。 
（セグメント別内訳） 

運輸業は、当社の運輸収入が増加したものの、新幹線鉄道大規模改修引当金繰入などに伴い当社の営業費用が増 

加したことにより、増収減益。  

駅スペース活用事業は、仙台駅等の店舗の売上が好調であったものの、工事支障による閉店の影響などにより、 

減収減益。 

ショッピング・オフィス事業は、「ＪＲ新宿ミライナタワー」、「ＮＥＷｏＭａｎ（第１期）」、「エスパル仙台東館」 

の開業効果などにより、増収増益。 

その他は、広告代理業、クレジットカード事業の売上増があったものの、北海道新幹線関連のシステムや工事の 

売上反動減などにより、減収減益。 
      
    
２． 2016年度通期の業績予想（単体・連結ともに数値は上記の通り） 

・ 2016年4月27日発表の業績予想から、単体・連結ともに変更いたしません。 
 

 

３．株主還元の状況（当社） 

○配当の状況 

・ 2016年度     中間配当（１株当たり） 65円  期末配当（１株当たり予想） 65円 

  ○自己の株式の取得の状況 

・ 2016年度     取得した株式の総数  309万株  取得価額の総額      299億円 

            ※なお、2016年7月26日に自己株式309万株を消却しております。 

説明資料 

経営企画部 

作成中 

経営企画部 

作成中 
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４．単体損益計算書 （単位：億円）

B/A×100

15,533 15,616  83 100.5 20,600  26

13,679 13,757  77 100.6 定期収入　　　　 　　 ＋30 （100.8%）  18,070  19

定期外収入　　　　　  ＋46 （100.5%）
新幹線　＋17
（増：北海道新幹線開業）

（減：北陸新幹線、シルバーウィーク反動減）

在来線　＋29（増：基礎収入の増）

1,853 1,859 6 100.3  2,530  6

運 輸 附 帯 収 入 604 597 △ 7 98.8

運 輸 雑 収 695 670 △ 24 96.5

関 連 事 業 収 入 554 591  37 106.8 不動産賃貸収入の増

11,769 12,033  264 102.2  16,870  396

3,519 3,441 △ 77 97.8 社員数の減  4,620 △ 112

4,745 5,040  295 106.2  7,460  433

動 力 費 450 433 △ 16 96.4  620 16

修 繕 費 1,681 1,914  232 113.8 新幹線鉄道大規模改修引当金繰入による増  2,850  286

そ の 他 2,613 2,692  79 103.0 部外委託関係の増  3,990  131

656 659  3 100.5  890  20

702 737  34 104.9  960  54

2,144 2,153  8 100.4  2,940  1

3,764 3,583 △ 180 95.2  3,730 △ 369

△ 397△ 385 11 97.0 △ 500 5

営 業 外 収 益 215 180 △ 35 83.5 受取配当金 △16

営 業 外 費 用 613 565 △ 47 92.2

3,366 3,197 △ 168 95.0  3,230 △ 364

△ 93　 32 125 － 0  357

特 別 利 益 96 239  143 249.2 災害に伴う受取保険金 ＋100
工事負担金等受入額 ＋43

特 別 損 失 189 207  18 109.7 工事負担金等圧縮額 ＋51
災害損失引当金繰入額 △43

3,273 3,230 △ 43 98.7  3,230 △ 7

1,030 950 △ 79 92.3  940 △ 207

法人税、住民税及び事業税 890 672 △ 218 75.5

法 人 税 等 調 整 額 　 139 　 278  138 199.2

2,243 2,279  36 101.6  2,290  199

（参考）2016年度の１株当たり予想当期純利益（通期）　588円56銭

通期業績予想

2016年度
予　　想

対前年
増　減

主な増減事由等

増　減

Ｂ－Ａ

金　額 ％科　　  　目

Ａ Ｂ

2015年度
第３四半期

2016年度
第３四半期

累計期間 累計期間
2015.4.1～
 2015.12.31

2016.4.1～
 2016.12.31

営 業 収 益

営 業 利 益

運 輸 収 入

営 業 費

人 件 費

物 件 費

機 構 借 損 料 等

租 税 公 課

減 価 償 却 費

そ の 他 の 収 入

営 業 外 損 益

特 別 損 益

法 人 税 等

四 半 期 純 利 益

税引前四半 期純 利益

経 常 利 益
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５．鉄道輸送量・鉄道運輸収入（単体）

D/C×100

定 期  25  1 101.1

定 期 外  52  17 100.4

計  78  18 100.4

定 期  396  28 100.8

定 期 外 △ 9  29 100.5

計  386  58 100.6

定 期  421  30 100.8

定 期 外  43  46 100.5

計  465  77 100.6

[在来線内訳]

定 期  412  28 100.8

定 期 外  79  39 100.7

計  492  68 100.8

定 期 △ 16  0 100.0

定 期 外 △ 88 △ 9 97.5

計 △ 105 △ 9 98.1

６．単体貸借対照表 （単位：億円）

△ 827

△ 418

△ 1,246

△ 2,711

△ 151

△ 2,863

　 1,616

△ 1,246

期　末

2016年度

第３四半期末

4,427

増　減

鉄道輸送量　（単位：百万人ｷﾛ） 鉄道運輸収入　（単位：億円）

増　減

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ B/A×100 Ｃ Ｄ

％
2015.4.1～ 2016.4.1～ 2015.4.1～ 2016.4.1～

 2015.12.31

輸送量

180

16,279

 2016.12.31

（注）１.鉄道輸送量については従来発売日を基に算出しておりましたが、2016年度より、有効期間開始日を基にした算出方法に変更いたしました。
　　　２.「関東圏」とは、当社東京支社、横浜支社、八王子支社、大宮支社、高崎支社、水戸支社および千葉支社管内の範囲であります。

2015年度

2015年度

第３四半期

累計期間

2016年度

第３四半期

累計期間

2015年度 2016年度

第３四半期 第３四半期

累計期間 累計期間
％

 2016.12.31  2015.12.31

3,593

29,252 5,735

84,718 85,104 100.5 9,329

16,332 100.3 4,230 4,247

新
幹
線

1,306 1,331 101.9 178

17,585 17,664 100.4 4,408

新
在
計

56,772 57,193 100.7 3,743

在
来
線

55,466 55,862 100.7 3,564

29,242 100.0 5,705

9,270

3,774

45,531 45,575 100.1 9,936 9,982

102,303 102,769 100.5 13,679 13,756

関
東
圏

53,067 53,480 100.8 3,423

80,265 80,757 100.6 8,731

4,347 97.6 538

3,452

27,197 27,276 100.3 5,308 5,348

8,800

2016.3.31 2016.12.31

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ B/A×100

528

科  　目

増　減

主な増減事由等金　額 ％

そ
の
他

2,398 2,381 99.3 141 141

2,054 1,966 95.7 397 387

4,453

流 動 資 産 7,585 6,758 89.1

固 定 資 産 65,116 64,698 99.4

49,562 94.5

資 産 合 計 72,702 71,456 98.3

流 動 負 債 14,307 11,595 81.0  未払金 △2,388

金　額

Ｄ－Ｃ

純 資 産 合 計 20,276 21,893 108.0  四半期純利益 ＋2,279、配当 △507

負債・純資産合計 72,702 71,456 98.3

固 定 負 債 38,118 37,967 99.6

負 債 合 計 52,426
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７．連結損益計算書 （単位：億円）

2015.4.1～ 2016.4.1～ 
 2015.12.31  2016.12.31

B/A×100

117 100.5 連単倍率 1.38 (前年同期）1.38 　 108

60 100.4 △ 35

3,034 3,031 3 99.9 　4,020 　 20

1,911 1,993 82 104.3 　2,740 　 180

1,807 1,785 21 98.8 　2,510 △ 56

308 101.8 　 486

4,347 4,156 190 95.6 連単倍率 1.16 (前年同期）1.15 △ 378

3,271 3,102 168 94.9 　3,080 △ 405

281 259 22 92.1 　 330 △ 20

587 592 4 100.8 　 750 　 33

200 200 0 99.8 　 350 △ 0

6 1 4 18.7 △ 10 　 14

△ 489 △ 468 21 95.5

119 94 24 79.2
（21) （11) 9) (54.7)

609 562 46 92.3

3,857 3,688 169 95.6 連単倍率 1.15 (前年同期）1.15 △ 359

△ 146 △ 15 131 10.4

113 250 136 219.7

260 265 4 101.9

3,710 3,672 37 99.0

　 1,217 　 1,128 89 92.7

1,067 829 237 77.7

　 149 298 148 199.2

2,493 2,544 51 102.1

11 13 2 121.2

2,481 2,531 49 102.0 連単倍率 1.11 (前年同期）1.11 　 206

（参考）2016年度の１株当たり予想当期純利益（通期）　684円24銭

（注）営業収益のセグメント別内訳は、外部顧客への売上高を示しております。

通期業績予想

2016年度
予　　想

対前年
増　減

Ａ

2015年度
第３四半期
累計期間

21,495

17,148

28,780

24,280

19,510

4,500

金  額 ％

△

△

　

△

　

△

　

　21,613

17,457

△

　

駅 ス ペ ー ス 活 用 事 業

ショッピング・オフィス事業

そ の 他

運 輸 業

増　減

運 輸 業

2016年度
第３四半期
累計期間

営 業 収 益

科        目

(セグメント別内訳)

14,742

Ｂ

主な増減事由等

当社の運輸収入が増加したことによる増

工事支障による閉店の影響などによる減

「ＪＲ新宿ミライナタワー」「ＮＥＷｏＭａｎ（第１
期）」「エスパル仙台東館」の開業効果などによる増

北海道新幹線関連のシステムや工事の売上反動などに
よる減

新幹線鉄道大規模改修引当金繰入などに伴い営業費用
が増加したことによる減

14,802

営 業 費 用

営 業 利 益

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
四 半 期 純 利 益

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る
四 半 期 純 利 益

四 半 期 純 利 益

経 常 利 益

税金等調整前四半期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

（うち持分法による投資利益）

　

駅 ス ペ ー ス 活 用 事 業

ショッピング・オフィス事業

そ の 他

調 整 額

(セグメント別内訳)

△

営 業 外 損 益

(△

Ｂ － Ａ

　

　

△

△

△

△

3,930

2,660

　

△

　

災害に伴う受取保険金 ＋100
工事負担金等受入額 ＋42

工事負担金等圧縮額 ＋50
災害損失引当金繰入額　△43

　

△

△
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８．連結貸借対照表 （単位：億円）

9,345 8,893 △ 451

68,552 68,244 △ 307

77,897 77,138 △ 758

14,049 11,411 △ 2,637 未払金 △2,341

39,222 39,190 △ 31

53,272 50,602 △ 2,669

　 1,910

77,897 77,138 △ 758 連単倍率  1.08 　　(前年度末）　1.07

９．連結有利子負債 （単位：億円）

18,099 18,299 　 200 101.1 1.79% （ △ ）

9,937 10,209 　 272 102.7 1.15% （ △ ）

4,383 3,902 △ 480 89.0 6.30% （ ＋ ）

32,419 32,412 △ 7 100.0 2.13% （ △ ）
（注）「社債」、「長期借入金」、「鉄道施設購入長期未払金」は、１年以内に返済する残高を含んでおります。

10．連結主要諸元 （単位：％）

総資産営業利益率（ＲＯＡ） 　 5.7 　 6.3 　 5.4 0.4

自己資本当期純利益率（ＲＯＥ） 　 10.4 　 10.4 　 10.0 0.5

11．連結設備投資額 （単位：億円）

△ 69  7

△ 5  72

△ 75  80

科        目

流 動 負 債

純 資 産 合 計 24,625

科        目

2015年度
期　　末

2016年度
第３四半期末

2016.3.31 2016.12.31

Ａ Ｂ

固 定 負 債

負 債 合 計

流 動 資 産

Ｂ

2016年度

1,570

5,500

増　減 通期設備投資計画

対前年
増　減

％
B/A×100

99.3

96.9

2016年度
計　　画

3,930

金　額
Ｂ － Ａ

95.81,589運 輸 業

非 運 輸 業

合 計

26,536

2015年度

Ａ

2015年度
期　　末

2016年度
第３四半期末

2016.12.31

2015年度

第３四半期
Ａ

1,658

781

2,440

775

2,365

設

備

投

資

第３四半期

Ｂ － Ａ

鉄 道 施 設 購 入 長 期 未 払 金

2016.3.31

増　減

主な増減事由等

増　減

95.2

99.6

99.0

81.2

99.9

95.0
親会社株主に帰属する四半期純利益 ＋2,531
配当 △507107.8

平均金利（対前年度末）

Ｂ － Ａ

％

B/A×100

金　額

B/A×100

長 期 借 入 金

Ｂ

金　額 ％

社 債

負 債 ・ 純 資 産 合 計 99.0

固 定 資 産

資 産 合 計

△

2015年度

第３四半期
Ａ

2016年度

第３四半期
Ｃ

合 計

Ｂ

期　　末

増　減

対前年同期
Ｃ － Ａ

0.04%

△

0.07%

0.11%

0.10%
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12．2018年度数値目標 （単位：億円）

  28,780  29,670  998

  19,510  19,790  244

  4,020  4,270  270

  2,740  2,960  400

  2,510  2,650  83

  4,500  4,980  101

  3,080  3,420 △ 65

  330  370  19

  750  840  123

  350  360  9

△ △ 10 △ 10  14
（注）営業収益のセグメント別内訳は、外部顧客への売上高を示しております。

※本資料の記載金額および輸送量は、単位未満を切り捨てて表示しております｡

115.6

103.2

40.1

102.1

98.1

105.4

117.3

102.8

増　減

Ｃ － Ａ C/A×100

％金　額

2015年度 2018年度2016年度

業績予想

Ｂ

実　績

Ａ Ｃ

数値目標
 2016.3.31
2015.4.1～ 2016.4.1～ 

 2017.3.31

セ

グ

メ

ン

ト

別

セ

グ

メ

ン

ト

別

103.5

101.2

営 業 収 益

営 業 利 益

運 輸 業

駅 ス ペ ー ス 活 用 事 業

そ の 他

ショッピング・オフィス事業

106.8

調 整 額

そ の 他

ショッピング・オフィス事業

駅 ス ペ ー ス 活 用 事 業

運 輸 業

28,671

19,545

3,999

2,559

2,566

2015年度

4,878

3,485

350

716

350

24

３年間(2016～2018年度)総額

20,000億円

6％程度

10％程度

2018年度数値目標

３年間（2016～2018年度）総額2015年度

10,000億円

(6,000億円)

6,000億円

16,000億円

3,585億円

（2,384億円）

1,834億円

5,419億円

（ う ち 安 全 投 資 ）

成 長 投 資

合 計

営業キャッシュ・フロー

総資産営業利益率（ＲＯＡ）

自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）

設

備

投

資

維 持 更 新 投 資

6,731億円

6.3％

10.4％

 
－ 6△ －
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